新型インフルエンザ

対　策　規　程

㈱　　凹　凸　工　業
第１条　［目的]

　　　　　この規程は新型インフルエンザの流行による事業および従業員への影響を最小限に留め、緊急事態においても事業の継続を円滑に進めるためのBCP（事業継続計画）のガイドラインとすることを目的として制定するものであります。　　
第２条　［事業継続という大原則]

　　　　　当社は、何があっても「事業の継続」をします。顧客に迷惑をかけないために最大限の努力をします。いわゆる「事業所閉鎖」は致しません。

第３条　［「大丈夫ですか？報告書」の提出]

　　　　　事業の継続のため、担当者が急病に罹った場合に備えて業務上の支障が起きないように、どんな仕事で穴が空きそうか、「大丈夫ですか？報告書」を事前に提出していただきます。そこに予想される問題を記入して下さい。会社は対応策をまとめるように致します。

第４条　［予防策]

　　　　　会社は従業員への新型インフルエンザの感染を予防するため、つぎの予防策を行います。従業員はこの予防策を遵守しなければなりません。

（1）　出勤時および外出先からの帰社時に事業場へ入室する際は、必ず１５秒を目安に石鹸で手洗いし、うがいを行うこと
（2）　ドアのノブなど、接触が多い箇所は、毎日殺菌作業を行うこと。責任担当部署は○○とします。

（3）　来訪者で発熱などの症状が疑わしい場合は、室内への立ち入りをご遠慮いただくこと。
第５条　［備蓄]

　　　　　会社は予防策としてマスク、消毒液、薬用石鹸、うがい薬、紙コップ、ペーパータオルを備蓄します

第６条　［ワクチンの接種]

インフルエンザワクチンが接種できる環境となった場合は、原則として全員が接種を受けなければなりません。ワクチン費用は会社負担とします。ワクチンを受けるために職場を離れた時間は、勤務時間となりません。

　　　　　2､　接種によりアレルギーなどの副作用を発症する恐れのある者は、接種を辞退することができます。
第７条　［感染が疑われる場合]
　　　　　従業員が就業時間中に発熱、咳、悪寒、吐き気、関節痛など、新型インフルエンザへの感染が疑わしい症状を発症した場合は、他の従業員との接触を避けるため、会議室など別室に移動させたうえ、事業所を管轄する保健所または医療機関へ連絡します。その後保健所もしくは医療機関の指示に従い、医師の診察を受けなければなりません。
2､　従業員が自宅で前述の症状を発症した場合は、自宅を管轄する保健所または医療機関へ連絡の上、保健所もしくは医療機関の指示に従い、医師の診察を受けなければなりません。
3､　前項および前々項による医療機関の受診にて診断が確定するまでは、出勤を停止し、自宅待機とします。
第８条　［感染時の対応]
　　　　　受診した医療機関で新型インフルエンザの感染と診断された場合は、医師の診断により完全に治癒したと認められるまでは出勤を停止し、自宅待機とします。

　　　　　2､　社内に感染者が発生した場合、会社は保健所と相談を行い感染者と特に接触が多かったと認められる者には、出勤を停止し自宅待機を命ずることがあります。

3､　社内で感染者が発生した場合はそれ以降、当分の間は顧客への訪問を中止し、また外部の方が弊社を訪問されることをお控え下さるようにお願いをします。
第９条　［同居の家族に関しての対応]

　　　　　従業員の同居の家族に感染が疑われる場合は、会社に報告し保健所または医療機関へ連絡の上、医師の診察を受けてください。

　　　　　2､　前項による医療機関の受診にて診断が確定するまでは、従業員の出社を停止し、自宅待機とします。

3､　受診の結果、従業員の同居の家族が新型インフルエンザの感染と診断された場合は、医師の診断により同居の家族が治癒したと認められるまで、従業員の出社を停止し、自宅待機とします。
第１０条　［報告義務]

　　　　　従業員およびその同居の家族に感染が疑わしい症状や感染が確認されたときには、以下の内容を所定の書式で報告してください。
(1) 発症時期
(2) 届出をした保健所

(3) 保健所からの連絡・指示事項

(4) 受診している医療機関

(5) 医療機関からの連絡・指示事項

(6) 現在の症状

(7) 治癒の見込み

(8) 家族の場合は家族の氏名、年齢、職業
第１１条　［外部への発送物]

　　　　　　感染者が発生した時はそれ以降、当分の間、当社が外部に発送する郵便物は、殺菌しなければなりません。この件の責任担当部署は○○とします。

第１２条　［緊急時の連絡]

　　　　　　事業所の閉鎖など、万が一の場合で従業員および顧客への緊急の連絡が必要となった場合の連絡体制は、別紙のとおりとします。
　　　　　　2､　従業員は自宅の電話および携帯の番号を、会社に伝えなければなりません。

第１３条　［賃金の取扱］

　　　　　第７条、第8条の規定により出勤停止となった期間の賃金は、本人の同意を得た上で、支給しないこととし、賃金規程に従い控除します。本人が希望した場合は有給休暇の取得を認めます。

2､　第９条の規定により出勤停止となった期間の賃金は支給せず、休業手当を支給します。休業手当の額は平均賃金の６０％とします。ただし、保健所から外出自粛要請を受けた場合は、休業手当は支給しません。

3､　感染していない従業員が感染予防のため、自らの判断で出勤しない場合は欠勤扱いとし、賃金は支給しません。

第１４条　［他の感染症への準用]

　　　　　　新型インフルエンザ以外の感染症が発生した場合は、当規程を準用します。

第１５条　［附則]
　　　　　　本規程は平成　　年　　月　　日から施行します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
承諾書
この規程の内容に関して、十分理解できました。遵守致します。

平成　　年　　月　　日
従業員氏名　　　　　　　　　　㊞

緊急連絡網［平成　　年　　月　　日現在]









「大丈夫ですか？報告書」

　予想される問題点

　支払い業務がストップする怖れがある。

　

　担当者

　経理

　対応策

　支払手形に関しては、落ちるように、総務部長が責任をもつ。

　支払手形以外の通常の支払いについては、取引先に待ってもらうように、総務部長が連絡をする。そのために、経理担当者は連絡先一覧を総務部長にあらかじめ提出するように

　回答者

　総務部長

「大丈夫ですか？報告書」

　予想される問題点

　離職票の発行が遅れる。

　担当者　社会保険労務士

対応策

離職票など急ぐものに関しては、他の従業員が替わって行うようにする。

何の手続きがペンディング中なのか、その内容を電話でも良いので会社に伝えなければならない。

回答者　チーフ

「大丈夫ですか？報告書」

　予想される問題点

　給与計算業務がストップする怖れがある。

　

　担当者

　人事

　対応策

　給与計算に関しては、総務部長が責任をもって代行する。

　時間がない場合は、時間外手当および欠勤控除を除き、通常の給与のみを支払い、後から時間外手当の支払いと欠勤控除を行う。
　回答者

　総務部長
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	電話番号
	

	保健所からの連絡・指示事項
	医療機関からの連絡・指示事項

	
	

	現在の症状
	治癒の見込み

	
	


· 発症が疑わしい場合には（疑）を○で囲むこと。
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顧客第１ｸﾞﾙｰﾌﾟ








顧客第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ
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最重要顧客











